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１．10月からの新たな支給決定はおおむね現状維持

　9月末から10月初めにかけて各市区で新たな支給決定が出され、心配されていた利用者への介護給付の支給時間については、毎日24時間の利用者を含めて周辺市区ではほぼ全ての利用者について現状維持となりました。

　今回自立支援法による新しい仕組みの中でも、支給時間が現状維持となった理由としては、①サービス水準の引き下げには利用者や障害者団体の抵抗が非常に強いこと、②自治体の準備期間が非常に短く自治体内部での見直しが難しかったこと、③介護給付の単価が大幅に引き下げられたため自治体の財政負担が軽減されたこと、等が挙げられると思います。

２．障害程度区分は比較的高めに

　全身性障害者で長時間の介護を必要とする利用者に関しては、最重度である区分６という認定が最も多く出されました。知的障害者に関しても周辺市区では、支援者が認定調査に同席し、さらに日常生活でのニーズや問題点を特記事項に書いてもらうよう支援した結果、区分６になった人も数名いた他、区分１～５まで比較的ニーズに近い形で認定結果が出されました。

３．東久留米市では知的障害者の移動支援の時間数を引き下げ

　介護給付と同様、知的障害者の移動支援についてもほとんどの自治体が現状維持という形で、利用時間を認める制度となりました。しかし移動支援の利用者比率が最も多い東久留米市では１ヵ月当たりの上限が20時間とされ、それ以上の時間数を使っていた利用者については引き下げとなりました。この結果、常時の見守りが必要な知的障害者で行動援護の対象にならない利用者が最も困る制度になってしまいました。

４．各自治体の支給決定基準はどうなったか

　10月からの支給決定に先立って、各自治体では「一応の」支給決定基準が定められました。しかし、既にサービスを利用している人に関しては、支給決定基準を超えるサービス量についてもこれまで通り認めるという方針があったため、「認定審査会」では厳しい議論はされなかったようです。現在でも細かな文言を修正中であるという理由から「支給決定基準」を正式には公表していない自治体もありますが、既に公表されている自治体の資料や、担当者から聞いた話の中で整理すると、上限の支給時間については下記のような基準が作られたようです。今後新規での利用者について、支給決定基準を超える場合には審査会に諮られる形になるため、審査会で厳しい判断が出される可能性が高いと思われます。

①国庫補助基準を１つの上限として、さらに必要に応じてその1.5倍（月約270時間）までは審査会に諮らずにケースワーカーの裁量で認められるとするもの。（立川市、八王子市、清瀬市、町田市等。小平市は国庫補助基準の２倍までとされ月約350時間）

②区部を中心に新規利用者の上限時間を一律に月434時間（1日14時間）とするもの。（練馬区や足立区等）

③国庫補助基準より低い支給決定基準を作り、基準を超える新規利用者については、個別に審査会に諮り、できる限りニーズに近い決定を認めていくというもの。（東村山市等）

④現在最大で月744時間（１日24時間）の支給を認めていることから、新規利用者に対しても支給決定基準で月496時間（1日16時間）までは認め、それ以上の場合に審査会に諮るというもの。（西東京市、東久留米市等）

５．自立生活をしている知的障害者への支給時間

私たちが支援している知的障害者で、自立生活をしている人への支給時間数は各自治体で最大下記の時間数となっています。

　　

	東久留米市
	家事援助175
	身体介護15
	行動援護155　
	計345時間

	西東京市
	家事援助186
	身体介護31
	移動身体無46
	計263時間

	清瀬市
	家事援助262
	
	移動身体無109.5
	計371.5時間

	板橋区
	家事援助139.5
	身体介護155
	移動身体有155
	計449.5時間

	世田谷区
	家事援助81
	身体介護122
	移動身体有20
	計223時間

	東村山市
	
	
	重度訪問410
	計410時間

	武蔵野市
	家事援助34
	
	移動身体無25
	計59時間


※東村山市は身体障害との重複障害者。板橋区は9月までの時間数で、10月以降については話し合い中。

周辺市区ではほとんどの自治体が全身性障害者に対して1日22～24時間の介護を認めているのに対して、知的障害者については1日7～15時間しか支給を認めていません。この違いの理由としては下記のような点が挙げられると思います。

①全身性障害者の「重度訪問介護」で位置付けられている「見守り」が、知的障害者の介護に関しては明確に位置付けられていないこと。（武蔵野市ではつい先日、「市として知的障害者の見守り介護は認めていない」と担当ケースワーカーが発言しました。）

②日中活動への参加が前提とされているため、その分時間数が少なくされていること。

③介護の必要性について本人が主張することが難しいため、支援者中心の交渉にならざるをえないこと。（このため自立生活が本人の意思なのかかどうかが問題にされる）

④自分でできるようになることや、問題行動を起こさないことが「自立」という考え方が根強いため、そんなにたくさん介護が必要ならグループホームや入所施設で暮らすべきだと言われてしまうこと。

６．支給決定基準を無効化し介護保険制度に吸収されない制度に

東京では30年以上前から全身性障害者が国や自治体との交渉を開始し、13年前から次々に各自治体で毎日24時間の介護保障を実現してきました。同様に、知的障害者に関しても１人１人の利用者の必要性について、それぞれの自治体のケースワーカーに繰り返し説明し、必要な介護時間を認めさせていくという地道な作業が、国庫補助基準に基づいた形式的な「支給決定基準」を無効にし、今後の介護保険制度（これこそが要介護５＝月36万円以上の個々人の介護の必要性をいっさい認めない最悪の制度）、との統合議論にも耐えられる障害者独自の制度を作っていく近道だと思います。

